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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第64期 

第３四半期連結
累計期間 

第65期 
第３四半期連結

累計期間 
第64期 

会計期間 

自平成24年 
４月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
４月１日 

至平成25年 
12月31日 

自平成24年 
４月１日 

至平成25年 
３月31日 

売上高（千円）  2,169,065  2,693,853  3,036,178

経常利益（千円）  130,970  62,139  180,357

四半期（当期）純利益（千円）  121,439  74,698  162,950

四半期包括利益又は包括利益（千円）  121,439  74,698  162,950

純資産額（千円）  2,646,621  2,754,074  2,812,098

総資産額（千円）  5,422,743  6,408,046  6,307,115

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  3.08  1.86  4.14

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  48.81  42.98  44.59

回次 
第64期 

第３四半期連結
会計期間 

第65期 
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成24年 
10月１日 

至平成24年 
12月31日 

自平成25年 
10月１日 

至平成25年 
12月31日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  1.36  0.85

２【事業の内容】
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  当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

 た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

   該当事項はありません。  

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。  

（1）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、政府による経済政策や日銀による金融政策の効果により企業収益に

改善が見られ、個人消費も回復傾向にあります。一方で、円安による原材料価格の高騰や、新興国経済の減速によ

る景気の下振れリスク等、引き続き国内景気は先行き不透明な状況で推移いたしました。  

 このような状況の中、当社グループでは、不動産利用事業においては更なる安定収入の維持拡大に向けて、引き

続き本庄地区の再開発の検討を行い、自動車販売事業においても売上高の拡大・収益増大を図るべく、本庄店の店

舗・整備工場の移転・リニューアルの実施を行ってまいりました。なお、第１四半期連結会計期間より楽器販売事

業の損益が当社グループの損益に反映されております。 

 その結果、当社グループの売上高は 百万円（前年同期比124.2％）となりました。収益面では、営業利益

百万円（前年同期比65.7％）、経常利益 百万円（前年同期比47.4％）、四半期純利益 百万円（前年同期比

61.5％）となりました。 

[セグメントの概況] 

（不動産利用） 

 売上高は262百万円（前年同期比100.1％）、セグメント利益は176百万円（前年同期比98.6％）となりました。 

（自動車販売） 

 エコカー補助金終了による反動減が見られた中、年末にかけての消費増税前の駆け込み需要や、平成25年６月に

本庄店が移転・リニューアルオープンしたことなどにより、売上高は2,070百万円（前年同期比108.6％）となりま

したが、販売費及び一般管理費の増加により、セグメント損失は７百万円（前年同期セグメント利益44百万円）と

なりました。 

（楽器販売）  

 平成25年３月28日を効力発生日とする株式交換により日本ダブルリード㈱を連結子会社とし、平成25年３月31日

をみなし取得日としております。それにより第１四半期連結会計期間より楽器販売事業における売上高・セグメン

ト利益を計上しております。売上高は360百万円、セグメント利益9百万円となりました。 

   

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

（3）研究開発活動 

該当事項はありません。   

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,693 78

62 74
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

   

 該当事項はありません。  

  

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

   

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  44,500,000

計  44,500,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  40,472,172  40,472,172
東京証券取引所 

（市場第二部） 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります 

計  40,472,172  40,472,172 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

 （株） 

発行済株式総数
残高  （株） 

資本金増減額   
  （千円） 

資本金残高 
  （千円） 

資本準備金増
減額 （千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成25年10月１日～  

平成25年12月31日  
 －  40,472,172  －  307,370  － 282,370

（６）【大株主の状況】

2014/02/13 21:01:2213966598_第３四半期報告書_20140213210100

- 3 -



①【発行済株式】 

 （注）当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

   することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿をもとに、平成25年10月１日

   から平成25年12月31日までの間に単元未満株式の買取による自己株式の増加数並びに取締役会決議に基づく自己株 

   式の取得による自己株式の増加数を反映させた数値による記載をしております。 

     

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  （平成25年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    785,400 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  39,541,100  395,411 同上 

単元未満株式 普通株式      145,672 － 同上 

発行済株式総数  40,472,172 － － 

総株主の議決権 －  395,411 － 

  （平成25年12月31日現在）

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社バナーズ 
埼玉県熊谷市石原

一丁目102番地 
 785,400  －  785,400  1.94

計 －  785,400  －  785,400  1.94

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新東京監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 979,009 977,379

受取手形及び売掛金 82,452 70,530

商品及び製品 284,907 358,070

原材料及び貯蔵品 2,211 2,089

前払費用 22,424 34,021

前渡金 17,533 －

短期貸付金 76,066 66

繰延税金資産 3,859 1,007

その他 6,051 32,012

貸倒引当金 △2,803 △790

流動資産合計 1,471,710 1,474,386

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,426,517 3,557,184

減価償却累計額 △2,158,627 △2,226,424

建物及び構築物（純額） 1,267,890 1,330,759

機械装置及び運搬具 79,085 111,715

減価償却累計額 △46,184 △34,396

機械装置及び運搬具（純額） 32,901 77,318

工具、器具及び備品 20,781 26,899

減価償却累計額 △18,667 △17,657

工具、器具及び備品（純額） 2,114 9,242

土地 3,056,341 3,056,341

リース資産 76,527 77,136

減価償却累計額 △8,427 △21,437

リース資産（純額） 68,099 55,699

建設仮勘定 52,500 －

有形固定資産合計 4,479,846 4,529,360

無形固定資産   

のれん 34,914 29,676

その他 2,275 2,108

無形固定資産合計 37,189 31,785

投資その他の資産   

投資有価証券 18,600 18,600

長期貸付金 895,299 946,749

繰延税金資産 1,405 1,591

その他 30,533 40,043

貸倒引当金 △627,470 △634,470

投資その他の資産合計 318,368 372,513

固定資産合計 4,835,404 4,933,659

資産合計 6,307,115 6,408,046
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 306,379 296,034

短期借入金 80,000 2,503

1年内返済予定の長期借入金 161,319 179,548

1年内返還予定の預り保証金 75,987 75,987

未払費用 19,343 20,533

未払金 20,968 34,237

設備関係未払金 － 39,375

未払法人税等 15,737 463

未払消費税等 19,363 －

賞与引当金 12,904 4,212

前受金 110,156 150,259

その他 24,157 25,619

流動負債合計 846,319 828,772

固定負債   

長期借入金 619,409 856,421

繰延税金負債 3,097 2,952

退職給付引当金 35,884 41,637

役員退職慰労引当金 12,858 10,008

預り保証金 1,006,529 956,117

長期前受収益 75,405 72,077

再評価に係る繰延税金負債 834,654 834,654

その他 60,860 51,331

固定負債合計 2,648,698 2,825,199

負債合計 3,495,017 3,653,972

純資産の部   

株主資本   

資本金 307,370 307,370

資本剰余金 549,392 549,392

利益剰余金 438,226 432,144

自己株式 △6,018 △57,959

株主資本合計 1,288,971 1,230,947

その他の包括利益累計額   

土地再評価差額金 1,523,127 1,523,127

その他の包括利益累計額合計 1,523,127 1,523,127

純資産合計 2,812,098 2,754,074

負債純資産合計 6,307,115 6,408,046
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 2,169,065 2,693,853

売上原価 1,666,828 2,049,215

売上総利益 502,237 644,637

販売費及び一般管理費 382,133 565,737

営業利益 120,103 78,900

営業外収益   

受取利息 4,210 3,882

受取配当金 81 81

貸倒引当金戻入額 17,000 －

その他 1,504 4,431

営業外収益合計 22,795 8,395

営業外費用   

支払利息 11,089 16,897

貸倒引当金繰入額 － 7,000

その他 839 1,259

営業外費用合計 11,928 25,156

経常利益 130,970 62,139

特別利益   

固定資産売却益 6,105 27,536

特別利益合計 6,105 27,536

特別損失   

固定資産除却損 3,148 2,824

特別損失合計 3,148 2,824

税金等調整前四半期純利益 133,927 86,851

法人税、住民税及び事業税 12,101 9,632

法人税等調整額 386 2,520

法人税等合計 12,487 12,152

少数株主損益調整前四半期純利益 121,439 74,698

四半期純利益 121,439 74,698
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 121,439 74,698

四半期包括利益 121,439 74,698

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 121,439 74,698

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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    当第３四半期に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計 

   期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産の償却費を含む。）及びのれんの償却額は次のとおりであり 

   ます。  

  

  

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

配当金支払額 

  

 Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日） 

配当金支払額 

  

  

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

減価償却費 千円 88,039 千円 108,023

のれんの償却額 千円 － 千円 5,237

（株主資本等関係）

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月14日 

取締役会 
普通株式 80 2  平成24年３月31日  平成24年６月29日 利益剰余金 

（決 議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月14日 

取締役会 
普通株式  80  2  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金 
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  Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月1日 至平成24年12月31日） 

     報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                           （単位：千円） 

（注）セグメント利益の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千円、 

  各報告セグメントに配分していない全社費用 千円が含まれております。 

  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    ※四半期連結損益計算書の営業利益 

  

 Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月1日 至平成25年12月31日） 

    報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                           （単位：千円） 

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額 千円には、セグメント間取引消去 千 

   円、各報告セグメントに配分していない全社費用 千円が含まれております。 

   全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

     ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

    平成25年３月28日を効力発生日とする株式交換により日本ダブルリード㈱を連結子会社とし、平成25年 

   ３月31日をみなし取得日として報告セグメントの区分に「楽器販売」を新設しております。 

    なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

   ものを記載しております。 

   ※四半期連結損益計算書の営業利益  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  不動産利用 自動車販売 楽器販売 合計 
調整額 

（注） 

四半期連結損

益計算書計上

額 

売上高             

 外部顧客への売上高  262,494  1,906,571  － 2,169,065  － 2,169,065

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
 26,520  －  － 26,520  △26,520 －

計  289,014  1,906,571  － 2,195,585  △26,520 2,169,065

セグメント利益  179,083  44,658  － 223,741  △103,638 ※  120,103

103,638 26,520

77,118

  不動産利用 自動車販売 楽器販売 合計 
調整額 

（注） 

四半期連結損益

計算書計上額 

売上高             

 外部顧客への売上高  262,875  2,070,753  360,224 2,693,853  － 2,693,853

 セグメント間の内部 

 売上高又は振替高 
 30,930  2,263  － 33,193  △33,193 －

計  293,805  2,073,017  360,224 2,727,046  △33,193 2,693,853

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 176,571  △7,945  9,092 177,719  △98,818 ※  78,900

98,818 33,193

65,624
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 (注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

     

  該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 3 8 円 銭 1 86

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  121,439  74,698

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  121,439  74,698

普通株式の期中平均株式数（千株）  39,438  40,232

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社バナー

ズの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平成

25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続きは、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社バナーズ及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月12日

株式会社バナーズ 

取締役会 御中 

新東京監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 黒須 靜夫  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 井端 和男  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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